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高齢者におけるデジタルデバイドの現状

社会全体のデジタル化が進められる中、デジタル技術を使いこなせる方々と、そうではない
方々の「デジタル格差」の解消が重要な政策課題となっている。
特にスマートフォンは個人が手軽にオンライン手続きを行うことができるツールであり、
必要とする人に十分な支援を行き渡らせることが急務となっている。

60歳代の25.7%、
70歳以上の57.8%が利用できていない。

2021年１月22日
内閣府広報室「情報通
信機器の利活用に関す
る世論調査」

支援が必要
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デジタル活用支援推進事業の概要

新型コロナウイルス感染症により、「人と接触を避ける」オンラインでのサービスの利用拡大が求められている。
しかし、高齢者はデジタル活用に不安のある方が多く、また、「電子申請ができること自体を知らない」等の
理由によりオンラインによる行政手続き等の利用が進んでいない。
このため、民間企業や地方公共団体などと連携し、高齢者等のデジタル活用に関する不安の解消に向け、
全国の携帯ショップ等で、オンラインによる行政手続き等のスマートフォンの利用方法に関する「講習会」を
実施。
令和2年度は全国11箇所で実証、令和3年度以降は本格的に事業を展開。

（実施イメージ） 携帯ショップのスマホ教室等

デジタル格差解消を図るため、高齢者等の
身近な場所で、行政手続きや利用ニーズの
高い民間サービスの利用方法の助言や相談
などを実施。

国
（総務省）

デジタル活用支援の
活動に対する補助

（説明・相談の例）
・マイナポータルの使い方
・オンラインによる診療や予約
・e-Taxの利用方法 等

＜事業実施団体（例）＞
携帯キャリア（携帯ショップ）
地元ICT企業
社会福祉協議会
シルバー人材センター

・
・
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令和４年度事業の実施方針について

令和4年度～
デジタル活用支援推進事業講師の派遣

地域の担い手となる、高度なスキルを有
するデジタル活用支援推進事業の講師
を育成し、携帯ショップがない市町村など
を念頭に講師を派遣して支援を実施

携帯キャリア等（都市部等）

講習会等を行う拠点を全国に有し
ており、当該拠点で支援を実施する
主体（携帯ショップを想定）

地方公共団体と連携して、公民館等の
公共的な場所で支援を実施する主体
（地元ICT企業、社会福祉協議会等）

令和３年度～
講習会(全国展開型)

地域に根差した支援（地方）
令和３年度～
講習会(地域連携型)

高齢者等のデジタル活用の不安解消に向けて、オンラインによる行政手続等のスマートフォンの利用方法に対
する説明・相談等の支援を行う「講習会」を令和３年度から全国の携帯ショップ等で実施
（講習会の例：マイナンバーカードの申請方法/マイナポータル、e-Tax、オンライン診療の使い方/スマートフォンの基本操作/ インタ

ーネットの利用方法など）

令和３～７年度の５年間での実施を想定し、４年度以降は携帯ショップがない市町村(749市町村(※))を念頭
に、講師派遣を予定 （※令和４年６月20日集計）

令和４年度：約3,000箇所へ拡大令和３年度：約2,000箇所
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項目 全国展開型 地域連携型

採択数 採択件数：４件（団体数：４者） 採択件数：328件（団体数：125者）

事業実施箇所数 4,539箇所 329箇所

令和４年度採択状況と実施講座一覧

＜令和４年度事業における講座の例＞

基本講座（スマートフォンの基本的な利用）
※全国展開型では各社の既存のスマホ教室等の取組で補完できることから対象外 応用講座（スマートフォンによる行政手続等）

① 電源の入れ方、ボタンの操作方法
② 電話のかけ方、カメラの使い方
③ アプリのインストール方法
④ インターネットの利用方法
⑤ メールの利用方法
⑥ 地図アプリの利用方法
⑦ SNSの使い方
⑧ スマートフォンを安全に使うためのポイント（令和４年８月）

① マイナンバーカードの申請方法
② マイナポータルの活用方法
③ マイナポイントの申込方法
④ e-Taxの利用方法
⑤ オンライン診療の利用方法
⑥ 地方公共団体が提供するオンラインサービスの利用方法また

は地域におけるオンライン行政手続の実施方法
⑦ 新型コロナワクチン接種証明書アプリを用いた接種証明書の

発行方法（令和４年１月）
⑧ 健康保険証利用の登録・公金受取口座の登録（令和４年

６月）

公募締切後、執行団体の下に設置された外部有識者からなる評価会において、申請に対する評価を実施し、
事業実施団体に対して交付決定。
（全国展開型）４月15日～４月28日にかけて公募、５月20日採択決定
（地域連携型）４月15日～５月13日にかけて公募、７月19日および８月10日採択決定

デジタル活用支援推進事業で扱う講座は順次追加
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シニア層への普及啓発活動に、ぜひご活用下さい標準教材の抜粋

講座「スマートフォンを安全に使うためのポイント」について

総務省とNISCが連携し、スマホを安全・安心に利用するために最低限知っておくべき知識を身に着けるとともに、安
全なパスワードの作り方と管理の方法を実際に体験する講座を設定。スマホ利用に際して迷ったり困ったりした時の
信頼できる相談先を理解するためのコンテンツを追加し、「シニア層」への普及啓発を図る
令和４年８月１８日（木）より、デジタル活用支援推進事業の標準教材（基本講座）として、「スマートフォン
を安全に使うためのポイント」を展開。今後、講座の一部として実施可能
本講座の教材は、デジタル活用支援ポータルサイトにて無料で公開済（NISCのポータルにも掲載予定）

デジタル活用支援ポータルサイト
https://www.digi-katsu.go.jp/
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